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１ キャッシュレス都市
シ テ ィ

 ＫＡＮＡＧＡＷＡ宣言について 

 

平成30年11月13日（火）に、「キャッシュレス都市
シ テ ィ

 ＫＡＮＡＧＡＷＡ宣

言」を発出した。 

 

(1) 目的 

少子高齢化に伴う労働者人口減少の時代を迎え、生産性の向上が喫緊

の課題となる中、民間企業・県民等をサポートしながら、本県のキャッ

シュレス化を積極的に推進し、消費者の利便性と事業者の生産性の向上

を図る。 

 

(2) キャッシュレス化の取組状況 

ア 県上下水道料金のキャッシュレス化 

平成30年８月から、県企業庁の上下水道料金の支払いにＬＩＮＥ Ｐａｙ

を導入 

イ 商店街等の事業者向け説明会の開催 

本県の主催により、商工会、商工会議所、商店街団体、観光協会な

どを対象に、12の支払サービス事業者等の説明会を開催 

日  時 ：平成30年12月10日（月）13時15分～16時20分 

場  所 ：県庁本庁舎大会議場 

参加者 ：商工会、商工会議所、商店街団体、観光協会等 

（参加者数 124名） 

 

(3) 今後の予定 

ア 税金支払いのキャッシュレス化 

平成31年１月から、自動車税、個人事業税、不動産取得税の支払い

に、都道府県で初めてＬＩＮＥ Ｐａｙを導入予定 

イ 事業者マッチング 

支払サービス事業者と、商店街などの導入希望事業者とを橋渡し 

ウ 消費者・事業者への普及啓発 

キャッシュレスの効果やメリットについて、消費者や事業者向けの

普及啓発を展開 

エ 実証フィールドの提供 

支払サービス事業者が行うキャッシュレスに関する最新技術の実証

フィールドを提供 
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キャッシュレス 都市
シ テ ィ

 ＫＡＮＡＧＡＷＡ宣言 

 
スマホをかざせば支払い終了。その便利さと効率の良さから、  

世界的にキャッシュレスの流れが加速しています。 

キャッシュレスは、 

「現金を持ち歩かなくていい」 

「短時間でスムーズに支払いできる」 

「毎日のレジ締めや現金運搬などの手間が減る」 

「その分、お客様サービスの充実につながる」 など、 

わたしたちの生活をもっと便利にし、さらに、事業者の人手不足

解消にもつながるといったメリットがあります。 

神奈川県は、今後本格的に到来する労働者人口の減少という  

ピンチをチャンスと捉え、県民や企業の皆様を全力でサポート 

しながら、消費者の利便性と事業者の生産性を向上させる  

“キャッシュレス”を推進します。 
 

平 成 30 年 11 月 13 日 

神奈川県知事 黒岩 祐治 

 

参 考 
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２ 神奈川県観光振興計画の改定素案について 

 

(1) 概要 

ア 改定の趣旨 

県では、平成21年10月に「神奈川県観光振興条例」（以下「条例」

という。）を制定するとともに、平成22年３月に条例に基づき「神奈

川県観光振興計画」（以下「計画」という。）を策定した。現行の計

画は平成30年度で終了するが、ラグビーワールドカップ2019TM及び東

京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を迎えるなど、観光を

めぐる環境の変化に対して、総合的かつ計画的に観光施策を推進して

いくため、計画の改定を行う。 

イ 計画期間 

平成31年度から平成33年度までの３年間 

ウ 計画の位置付け 

条例に基づく観光の振興に関する基本的な計画とする。 

 

(2) 計画における重点的取組の視点 

コンセプト：持続可能な観光の実現 

〇 観光消費額総額を引き上げることで地域経済を活性化し、雇用創出

につなげていくことにより、東京2020オリンピック・パラリンピック

競技大会後においても持続可能な観光の普及・浸透を図る。 

〇 観光消費額総額を引き上げるためには、入込観光客数を増やすとと

もに、観光客の平均消費単価を高める必要がある。 

〇 入込観光客数を増やすため、東京に集まる国内外からの観光客を呼

び込む取組を進める。また、ラグビーワールドカップ2019TM、東京

2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、観光客

の受入環境を整備し、満足度を高めることによって、国内外からの観

光客誘致に結び付ける。 

〇 観光客の平均消費単価を高めるために、宿泊施設のＰＲやナイトタ

イムエコノミーなど、宿泊客を呼び込む取組を推進する。また、県内

各地のユニークベニューを発掘・磨き上げ、ＭＩＣＥを誘致する取組

を推進する。 

〇 観光客の安全・安心の確保のため、災害等の発生時に効果的な情報

伝達等を行う体制の整備に、日頃から取り組む。 

〇 こうした取組について、行政だけでなく、民間事業者や地元観光協

会などと相互に連携することで、質の高い効果的な取組を進めていく。 
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(3) 計画における指標 

ア 観光消費額総額（暦年） 

宿泊観光客数の増加などにより観光客一人当たりの平均観光消費単

価を増加させ、観光消費額総額を2021年には１兆3,000億円とするこ

とを目標とする。 
 

項 目 平成29(2017)年 平成31(2019)年 平成32(2020)年 平成33(2021)年 

観光消費額総額 １兆610億円 １兆1,500億円 １兆2,500億円 １兆3,000億円 

※ 観光庁「観光入込客統計に関する共通基準」に基づき設定 

イ 入込観光客数（暦年） 

国内外から観光客の集まる東京から観光客を呼び込むプロモーショ

ンに取り組むほか、観光客の受入環境を整備して満足度の向上を図り、

ＳＮＳ等を通じた本県の魅力拡散による国内外からの観光客誘致に結

び付けるなどの取組を推進し、入込観光客数を2021年には２億1,000

万人とすることを目標とする。 
 

項 目 平成29(2017)年 平成31(2019)年 平成32(2020)年 平成33(2021)年 

入込観光客数 
（延べ観光客数） 

２億69万人 ２億400万人 ２億800万人 ２億1,000万人 

※ 神奈川県「入込観光客調査」に基づき設定 

ウ 延べ宿泊者数（暦年） 

地域の魅力的な宿泊施設を観光資源と組み合わせてプロモーション

するほか、ナイトタイムエコノミーなどの取組の推進により、延べ宿

泊者数を2021年には2,500万人泊とすることを目標とする。  
 

項 目 平成29(2017)年 平成31(2019)年 平成32(2020)年 平成33(2021)年 

延べ宿泊者数 2,076万人泊 2,200万人泊 2,400万人泊 2,500万人泊 

※ 観光庁「宿泊旅行統計調査」に基づき設定 

エ 外国人延べ宿泊者数（暦年） 

宿泊につながるような体験型アクティビティを伴う観光コンテンツ

の発掘・磨き上げを更に進めていくとともに、ナイトタイムエコノミ

ーや早朝型観光などの宿泊観光客の呼び込みにつながる取組の推進に

より、延べ宿泊者数を2021年には300万人泊とすることを目標とする。 
 

項 目 平成29(2017)年 平成31(2019)年 平成32(2020)年 平成33(2021)年 

外国人 

延べ宿泊者数 
234万人泊 260万人泊 280万人泊 300万人泊 

※ 観光庁「宿泊旅行統計調査」に基づき設定 
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(4) 施策体系 

基本施策１ 観光資源の発掘・磨き上げ 

ア 魅力ある観光地の形成 

新たな観光の核づくりをはじめ、各地において地域主体で取り組む

魅力づくりを支援し、観光地の魅力向上を推進する。 

イ 観光消費につながるコンテンツづくり 

地域の特性を活かしてＭＩＣＥを呼び込むユニークベニューをはじ

め、宿泊客を呼び込むナイトタイムエコノミー・早朝型観光向けのコ

ンテンツ、クルーズ客、富裕層をターゲットとした高付加価値の体験

型コンテンツなど、神奈川県観光魅力創造協議会等を通じて観光消費

につながるコンテンツを発掘・磨き上げる取組を促進する。 

ウ 多様なテーマに沿って県内の周遊を促すツーリズムの推進 

歴史・文化、景観・自然、伝統工芸、伝統芸能、食文化、スポーツ

など、地域の様々な魅力に加え、未病、マグカルなど、県の独自の施

策をテーマとした県内の観光資源の周遊を促進する。 

 

基本施策２ 戦略的プロモーションの推進 

ア ラグビーワールドカップ2019TM、東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会を契機としたプロモーションの実施 

ラグビーワールドカップ2019TMと東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催を契機に、神奈川の魅力を伝えるプロモーショ

ンを、国内外から観光客の集まる東京をターゲットとして、市町村や

観光事業者等と連携して実施する。 

イ 観光消費を高めるプロモーションの推進 

宿泊観光客を呼び込むため、新たな観光の核づくりをはじめとした

各地の観光地において、地域の観光資源とあわせて、ホテルや温泉旅

館などの宿泊施設の魅力発信を推進する。 

また、高い消費単価が期待できるＭＩＣＥや富裕層、ナイトタイム

エコノミーのコンテンツなどのプロモーションを推進する。 

ウ 外国人観光客の誘致を図るプロモーションの推進  

外国人観光客の誘致促進に向けて、ターゲットとする国や地域を明

確にするとともに、旅行者の行動時期（旅マエ、旅ナカ、旅アト）を

踏まえた戦略的なプロモーションを推進する。 

また、近隣自治体と連携し、外国人観光客の広域的な周遊促進に取

り組む。 
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エ 多様な関係者と連携したプロモーションの推進 

官民が連携し、質の高い効果的な観光施策を展開するため、市町

村・観光協会や民間事業者等と連携したプロモーションを推進すると

ともに、教育旅行の誘致促進や「かながわ観光親善大使」の活用など

により、かながわの魅力を広く発信する。 

オ 多様なデジタルツールを活用した情報発信 

ホームページや観光パンフレットなどに加え、ＳＮＳなど多様なデ

ジタルツールを活用して、最新の観光情報を発信する。 

カ 地域の産品を活用した情報発信 

アンテナショップを拠点に、地域の魅力的な産品の情報を県内外に

発信するとともに、新たな「かながわの名産100選」を活用したプロ

モーションなど観光客を県内に呼び込む取組を推進する。 

 

基本施策３ 受入環境の整備 

ア 外国人観光客の受入環境の整備 

神奈川を訪れた外国人観光客が快適に旅行を楽しめるよう、県内に

おける多言語化の促進やWi-Fi環境の整備、おもてなし人材の育成、

キャッシュレス決済の普及促進などについて、県、市町村、民間事業

者が役割分担しながら、着実に取り組んでいくことで、外国人観光客

の受入環境の整備を進める。 

イ 宿泊施設の充実・多様化 

観光客の宿泊ニーズに応えるため、市町村と連携しながら、ホテル

誘致や健全な民泊サービスの推進などにより、宿泊施設の充実・多様

化を図る。 

ウ ユニバーサルツーリズム促進のための環境整備 

製品や建物、環境を、障がいの程度、年齢、性別など、人がもつそ

れぞれの違いを超えて、あらゆる人が利用できるようにはじめから考

えてデザインする、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、誰でも

観光を楽しめるように、観光施設のバリアフリー化などの環境整備と

情報発信を促進する。 

エ 観光客を迎えるおもてなしの向上 

観光関連事業者等を対象にした人材育成講座や研修会を開催するほ

か、観光に関わる県民の自主的活動を促進するため、観光ガイド団体

の活動等を支援する。 

また、ラグビーワールドカップ2019TMや東京2020オリンピック・パ

ラリンピック競技大会等の国際的な大会に向け、観光ガイド人材の育
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成に取り組む。 

オ 観光振興に資する交通基盤等の整備 

交通基盤等の整備を推進し、観光客の観光地への来訪及び観光地間

の移動の円滑化を促進する。 

カ 観光客の安全・安心の確保 

災害等の発生時に観光客が被災状況や避難所等の必要な情報を取得

できるよう、ホームページや災害時プッシュ型情報アプリの活用など、

外国人を含む観光客向けの防災・災害情報を充実する。 

また、平時から市町村、観光協会や観光関連事業者等と連携し、分

かりやすく正確な情報発信をはじめ、災害等の発生時に観光客の安

全・安心の確保を行うための体制を整備する。 

 

基本施策４ 観光関連産業の成長促進 

ア 地域の産品を活用した情報発信（再掲） 

イ 宿泊施設の充実・多様化（再掲） 

ウ 観光関連事業者に対する支援 

観光産業を支える観光関連事業者の活動を支援し、経営基盤の強化

を図る。 

エ 観光振興を担う人材の育成 

観光産業の発展による地域振興を図るため、大学等と連携して、観

光地域づくりをリードする中核的な人材等の育成を図る。 

オ 災害等発生時の観光関連産業の支援 

災害等の発生時に観光関連産業の事業の継続を支援するとともに、

観光客の減少を最小限に留めるため、災害等が発生した地域の観光に

関する正確な情報を、分かりやすく発信する。 

また、平時から市町村、観光協会や観光関連事業者等と連携し、災

害等の発生時に観光客の減少を最小限に留めるための体制を整備する。 
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(5) 新たに位置付ける主な取組 

基本施策１ 観光資源の発掘・磨き上げ 

ア ＭＩＣＥを呼び込むユニークベニューの推進 

消費単価の高いＭＩＣＥを誘致するため、県の観光資源である歴史

的な建造物や文化施設などを会議やレセプション会場等として活用す

るユニークベニューの発掘・磨き上げを推進する。 

イ ナイトタイムエコノミー、早朝型観光の推進 

昼間だけでなく、夜間や早朝の時間も観光客に楽しんでいただける、

ナイトエンターテイメントやライトアップなど夜の観光コンテンツや、

早朝座禅や朝市など早朝ならではの観光コンテンツの発掘・磨き上げ

を行い、発信していくことで、本県への宿泊を促し、滞在日数の増加

を促進する。 

ウ 高付加価値の体験型コンテンツの発掘・磨き上げ 

県内の観光資源に体験という価値を加えることで、プライベートク

ルーズや日本の伝統文化体験など通常ではできない特別な体験ができ

るコンテンツの発掘・磨き上げを行い、国内外からの富裕層の取り込

みを図る。 

 

基本施策２ 戦略的プロモーションの推進 

ア 地域の観光資源と合わせた宿泊施設の魅力発信 

県内の多様な宿泊施設の魅力を発信するとともに、地域の特性を活

かした体験型コンテンツやグルメ、みやげ品などとつなげることによ

り、周遊観光を促して長期の滞在を促し、宿泊客の増加を目指す。 

イ 旅ナカでの戦略的なプロモーション 

東京を訪れながらまだ訪問先を決めていない外国人旅行者に向けて、

鉄道事業者や観光案内所などと連携しながら、旅ナカのプロモーショ

ンを展開し、県内での宿泊や周遊を促進する。 

 

基本施策３ 受入環境の整備 

ア 自転車の活用による２次交通の充実 

公共交通機関等と連携し、観光客の利便性を高める２次交通の手段

として自転車を活用した交通ネットワークの構築を進めるとともに、

地域の交通事情や安全性を踏まえつつ、地域の観光資源の魅力を活用

した観光ルートを設定し、県内を訪れる観光客の周遊観光を促す。 
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イ （観光客の）安全・安心確保に係る体制の整備 

市町村、観光協会、関係部局や観光関連事業者等が相互に連携し、

分かりやすく正確な情報発信をはじめ、災害等の発生時における外国

人観光客への情報伝達手段の検討など、観光客の安全・安心の確保を

行うための体制を整備する。 

 

(6) 今後の予定 

平成30年12月  改定素案について県民意見募集（パブリックコメン

ト）を実施、市町村等へ意見照会 

平成31年２月  観光審議会で改定案を審議 

第１回県議会定例会国際文化観光・スポーツ常任委

員会に改定案を報告 

３月  計画を改定 
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神奈川県観光振興計画における施策体系（新旧対照表） 

 

 

基本施策１ 観光資源の発掘・磨き上げ 

ア 魅力ある観光地の形成 

イ 観光消費につながるコンテンツづくり 

ウ 多様なテーマに沿って県内の周遊を促すツーリズ

ムの推進 

 

基本施策２ 戦略的プロモーションの推進 

ア ラグビーワールドカップ2019TM、東京2020オリン

ピック・パラリンピック競技大会を契機としたプロ

モーションの実施 

イ 観光消費を高めるプロモーションの推進 

ウ 外国人観光客の誘致を図るプロモーションの推進 

エ 多様な関係者と連携したプロモーションの推進 

オ 多様なデジタルツールを活用した情報発信 

カ 地域の産品を活用した情報発信 

 

基本施策３ 受入環境の整備 

ア 外国人観光客の受入環境の整備 

イ 宿泊施設の充実・多様化 

ウ ユニバーサルツーリズム促進のための環境整備 

エ 観光客を迎えるおもてなしの向上 

オ 観光振興に資する交通基盤等の整備 

カ 観光客の安全・安心の確保 

 

基本施策４ 観光関連産業の成長促進 

ア 地域の産品を活用した情報発信（再掲） 

イ 宿泊施設の充実・多様化（再掲） 

ウ 観光関連事業者に対する支援 

エ 観光振興を担う人材の育成 

オ 災害等発生時の観光関連産業の支援 

 

基本施策１ 魅力ある観光地の形成 

(1) 観光資源の発掘・磨き上げ 

 ア 新たな観光地域づくり 

 イ 多様な資源を活用した観光魅力づくり 

 ウ 観光地の魅力を向上させる景観形成の促進 

 エ 観光資源を活用したニューツーリズムの促進 

 オ 県の施策をテーマとしたツアーの企画・商品化 

 カ 広域での周遊ルートづくり 

(2) 戦略的プロモーションの推進 

 ア 神奈川の魅力を伝えるプロモーションの推進 

 イ 多様なツールを活用した情報発信 

(3) 受入環境の整備 

 ア 観光振興に資する交通基盤等の整備 

 イ ユニバーサルツーリズム促進のための環境整備 

 ウ 観光客を迎えるおもてなしの向上 

 エ 観光客の安全・安心の確保 

 

基本施策２ 外国人観光客の誘致促進 

(1) インバウンドツアーの企画・商品化の促進 

(2) 外国人観光客の誘致を図るプロモーションの推進 

(3) 外国人観光客の受入環境の整備 

 

基本施策３ 観光関連産業の成長促進 

(1) 観光に関する事業の活性化や事業拡大の促進 

(2) 地域の産品の開発や販路開拓等 

(3) 観光振興を担う人材の育成 

(4) 災害時の観光関連産業の支援 

改定計画（素案） 現行計画 
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３ 神奈川県文化芸術振興条例の改正骨子案について 

 

(1) 経緯 

県では、文化芸術振興基本法（以下「基本法」という。）の趣旨に則

り、文化芸術の振興についての基本理念や施策の基本となる事項を明ら

かにした神奈川県文化芸術振興条例（以下「条例」という。）を平成20

年７月に制定した。 

条例について、「神奈川県条例の見直しに関する要綱」に基づき、見

直し作業を行ったところ、平成29年６月の基本法の改正を踏まえ、改正

を検討する必要があるという結果であったことを平成30年９月の第３回

県議会定例会国際文化観光・スポーツ常任委員会に報告した。 

見直し作業の結果に対する県議会の意見等を踏まえ、このたび改正骨

子案を取りまとめた。 

 

(2) 改正の方向性 

基本法の改正では、文化芸術の振興にとどまらず、観光、まちづくり、

国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野における施策を法律の

範囲内に取り込むこととされ、また、文化芸術により生み出される様々

な価値を文化芸術の継承、発展及び創造に活用することとされた。基本

法の改正の趣旨を踏まえ、各関連分野等の施策との連携について、条例

においても明確に位置付ける。 

 

(3) 内容 

基本理念（第２条）に、文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ、

観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野と

の有機的な連携を図ることについて追加する。 

 

(4) 今後の予定 

平成31年２月  第１回県議会定例会に条例改正議案を提出 
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４ 神奈川県立かながわアートホールの指定管理者の選定基準等について 

 

神奈川県立かながわアートホール（以下「アートホール」という。）の指

定管理者の募集については、平成 30年９月の第３回県議会定例会国際文化

観光・スポーツ常任委員会において、募集条件及び選定基準の基本的な考

え方等について報告したところである。 

このたび、アートホールの選定基準について、外部評価委員会の意見を

聴取した上で次のとおり定めたので報告する。 

 

(1) 選定基準について 

ア サービスの向上（50点） 
県が求めるサービス水準を達成できる提案か、事業者のノウハウを

活かした効果的なサービスの提供が提案されているかについて評価す
る。 

評価項目 評価の視点 配点 

１ 指定管理

業務実施に

あたっての

考え方、運

営方針等 

指定管理者

としての基

本方針等 

・指定管理業務全般を通じた団体等

の総合的な運営方針、考え方 

・業務の一部を委託する場合の業務

内容等 

５ 

２ 施設の維

持管理 

施設及び設

備の維持管

理に関する

業務 

・清掃業務、保守点検業務、受付業

務、警備業務等の維持管理業務に

ついての実施方針 

５ 

３ 利用促進

のための取

組、利用者

への対応、

利用料金 

施設の活性

化及び利用

促進・サー

ビス向上の

取組 

・施設の特性を活かし、有料公演の

増や広報の充実など施設を更に活

性化し、人を呼び込むための運営

方針、内容等 

・より多くの利用を図るために行う

事業の実施方針、広報・ＰＲ活動

の内容等 

・サービス向上のために行う利用者

ニーズ・苦情の把握及びその内容

の事業等への反映の仕組み等 

・手話言語条例への対応及び外国人

等に対するコミュニケーションに

25 
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おける支援 

・利用料金の設定、減免の考え方 

自主事業実

施に関する

業務 

・施設の特性をより効果的に活かす

ために行う自主事業の内容等 
５ 

４ 事故防止

等安全管理 

事故防止等

安全管理 

・通常の指定管理業務を行う際の事

故防止等の取組内容 

・事故・不祥事等の緊急事態が発生

した場合や安全管理の妨げとなり

うる事案を認知した際の対応方針 

・急病人等が生じた場合の対応（救

急救命士等の配置、救命に関する

職員研修等） 

５ 

５ 地域と連

携した魅力

ある施設づ

くり 

地域との連

携、地元企

業への業務

委託等 

・地域人材の活用、地域との協力体

制の構築及びボランティア団体等

の育成・連携の取組内容 

・地元企業への業務委託等による迅

速かつきめ細かいサービスの提供

に向けた取組内容 

５ 

 

イ 管理経費の節減等（25点） 

県が求めるサービス水準を確保するための管理経費が正確かつ適切

に積算された収支計画となっているか、民間事業者のノウハウを活か

した合理的な経費節減策が提案されているかについて評価する。 

評価項目 評価の視点 配点 

６ 節減努力

等 

（県が指定管理者に指定管理料を支払う施設） 

「最低の提案額」と「積算価格から 

20％節減した額」のうち、高い金額 

提案額（積算価格から 20％以上節減して 

いる場合は、積算価格から 20％節減した額） 

注 1 「提案額」、「積算価格」は、指定期間内

の総額とする。 

注２ 評価点は小数点以下切捨てとする。 

25 

 

×25 



- 14 - 

ウ 団体の業務遂行能力（25点） 

指定管理業務を遂行できる安定した経営基盤と相応の規模を有して

いるか、指定管理業務を遂行できる技術的能力（専門人材の配置、類

似業務の実績等）が確保されているかについて評価する。 

評価項目 評価の視点 配点 

７ 人的な能

力、執行体

制 

人的な能

力、執行体

制 

・指定期間を通じて効果的・効率的

に指定管理業務を行うための人員

配置等の状況 

・業務の一部を委託する場合の管

理・指導体制の状況 

・指定期間を通じて安定して指定管

理業務を行うための人材育成や職

員採用の状況、労働時間短縮の取

組や職場のハラスメント対策など

労働環境の確保に係る取組状況 

５ 

８ 財政的な

能力 

財政的な能

力 

・安定した指定管理業務の実施を判

断する指標としての団体等の経営

状況、団体等の事業の継続性・安

定性の度合い、団体等の事業の信

頼性の度合い 

５ 

９ コンプラ

イアンス、

社会貢献 

諸規程の整

備 

・指定管理業務を実施するために必

要な団体等の企業倫理・諸規程の

整備、施設設備の維持管理に関す

る法規や労働関係法規などの法令

遵守の徹底に向けた取組の状況

（労働条件審査の実施予定など施

設職員に係る労働条件の確認の有

無を含む。） ５ 

環境への配

慮 

・指定管理業務を行う際の環境への

配慮の状況 

障がい者等

への配慮 

・法定雇用率の達成状況等、障がい

者雇用促進の考え方と実績 

・障害者差別解消法に基づく合理的

配慮など、「ともに生きる社会かな

がわ憲章」の趣旨を踏まえた取組
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についての考え方 

・手話言語条例への対応及び外国人

等に対するコミュニケーションに

おける支援 

社会貢献活

動等 

・社会貢献活動等、ＣＳＲの考え方

と実績、ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）への取組 

10 事故・不

祥事への対

応、個人情

報保護 

事故、不祥

事への対

応、個人情

報保護 

・募集開始の日から起算して過去３

年間の重大な事故又は不祥事の有

無並びに事故等があった場合の対

応状況及び再発防止策構築状況 

・個人情報保護についての方針・体

制、職員に対する教育・研修体制

及び個人情報の取扱いの状況 

５ 

11 これまで

の実績 

これまでの

実績 

・指定管理施設と類似の業務を行う

施設等での管理実績の状況 

・県又は他の自治体における指定管

理者の指定取消しの有無 

５ 

 

(2) 消費税及び地方消費税の税率引上げに伴う利用料金の上限額の改正 

平成31年10月１日からの消費税及び地方消費税の税率引上げに伴い、

利用料金上限額の引上げ（平成 31年 10月１日から適用）を行う必要が

あるため、平成 31年第１回県議会定例会に神奈川県立かながわアートホ

ール条例の改正議案を提出する。 

なお、平成 31年１月からの指定管理者の募集は、利用料金上限額の変

更案を示した上で行う。 
 
(3) 今後の予定 

平成31年１月～３月 指定管理者を募集 

    ２月    第１回県議会定例会に消費税率の引上げに伴

う利用料金上限額の引上げに係る神奈川県立

かながわアートホール条例改正議案を提出 

４月～５月 外部評価委員会において応募者を評価 

５月    行政改革推進本部において候補者を選定 

６月    第２回県議会定例会に指定管理者の指定議案

を提出 

平成32年４月    指定管理者による管理運営開始 
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５ 県所有美術品の管理状況について 

 

平成29年４月17日に公表した棟方志功作の版画紛失事案（※）の調査結果

等を踏まえ、県が所有する美術品をより適切かつ安全に取り扱うために、

「美術品の適切な管理について」（平成29年12月28日付通知）を策定した。 

今回、同通知に基づき、各所属から提出された美術品台帳の写しの内容を

確認し、県所有美術品の管理状況を取りまとめたので報告する。 

※ 県民ホール小ホールの緞帳作成用の原画として、昭和49年に購入した棟

方志功作の「宇宙讃（神奈雅和の柵）」が、平成26年４月にカラーコピー

にすり替えられていることが判明し、紛失したことが明らかになった事案 

 

(1) 通知の概要 

ア 管理 

台帳価額が100万円以上の物品である美術品（以下「重要な美術品」

という。）は、原則として、近代美術館が管理・保管する。 

ただし、取得の経緯等により、取得した所属において保管・展示等

を行うことが望ましい場合等の事情がある場合には、この限りではな

いものとする。 

イ 取得 

美術品の寄附受入れを行う場合は、あらかじめ、附属物の有無、利

活用及び処分の条件について寄附の申込みを行っている者への確認を

するほか、美術品の保管に適した継続的な対応や、そのための新たな

後年度負担が生じることを十分認識して、その適否を判断するものと

する。 

ウ 開放空間での展示 

所属長は、本庁庁舎内の廊下、学校の玄関、体育館など不特定多数

の者が往来・出入りする開放空間において美術品を展示する場合は、

次の事項を遵守する。 

なお、遵守できない場合は、原則としてその対応ができるまでの間、

開放空間以外での展示等を行う。 

(ｱ) き損、汚損及び盗難を予防するための方策（ガラス、アクリルパ

ネル等により表面を覆うなど）により保護する。 

(ｲ) 重要な美術品については、盗難防止のための装置を設置するとと

もに、損害保険に加入する。 

(ｳ) 学芸員の意見をもとに、美術品の相応しい展示場所等を選択する

とともに、美術品の監視が行き届くように配慮する。 
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エ 管理状況の確認等 

(ｱ) 所属長は、原則として、美術品を取得したときは、備品台帳等に

よるほか、その特殊性に鑑み、美術品台帳を整備し、必要に応じて

追加や変更が生じるたびに修正を行うものとし、美術品台帳に基づ

き、毎年度１回、その美術品の管理状況の点検を行う。 

(ｲ) 所属長は、毎年、３月31日時点の美術品台帳の写しを当該年の６

月末日までに、文化課長に送付し、文化課長は、内容を確認し、適

切な管理について必要に応じて所属長に対して助言するものとする。 

 

(2) 確認結果 

各所属から提出のあった美術品台帳（平成30年３月31日時点）を確認

した結果、「美術品の適切な管理について」（平成29年12月28日付通知）

基づき、適切に管理されていることが確認できた。 

なお、局等別の管理状況は次のとおりである（※１）。 

（単位：点） 

 

美術品数 

(工作物

除く) 

100万円 

以上 

開放空間 

での 

展示数 

 

工作物 

 

内 

100万 

円以上 

  

内 

100万 

円以上 

内 

保険 

加入数 

内 

盗難 

防止 

装置 

設置数 

(※２) 

政策局 135 ５ １ ０ － － ０ － 

総務局 ７ ３ ０ － － － ０ － 

くらし安全 

防災局 
０ － － － － － １ １ 

国際文化観光 

局 
199 ６ 18 ２ ２ ０ ０ － 

スポーツ局 ０ － － － － － ０ － 

環境農政局 10 １ １ １ １ １ ０ － 

福祉子ども 

みらい局 
63 11 27 ８ ８ ７ ０ － 

健康医療局 40 ４ 18 ２ ２ １ ０ － 

産業労働局 21 ０ １ ０ － － ０ － 

県土整備局 31 ３ ６ ２ ２ １ １ １ 

会計局 ２ ０ ０ － － － ０ － 
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地域県政 

総合センター 
17 １ １ １ １ １ ０ － 

知事部局計 525 34 73 16 16 11 ２ ２ 

企業局 ５ ０ １ ０ － － ０ － 

議会局 35 ５ ０ － － － ０ － 

教育委員会 336 42 123 20 20 6 36 10 

監査事務局 ２ ０ ０ － － － ０ － 

労働委員会 

事務局 
０ － － － － － ０ － 

収用委員会 

事務局 
０ － － － － － ０ － 

人事委員会 

事務局 
０ － － － － － ０ － 

警察本部 31 ７ １ ０ － － ０ － 

計 934 88 198 36 36 17 38 12 

※１ 県立近代美術館、県立金沢文庫、県立歴史博物館、県立生命の星・地球博物

館及び県立神奈川近代文学館は、美術品台帳と同等の内容を把握できる専用台

帳を既に整備しているため、集計には計上していない。 

※２ 開放空間での100万円以上の展示数36点のうち19点は、盗難防止装置を設置

していないが、床や壁に接着、固定するなどの盗難を予防する措置が講じられ

ている。 

 

(3) 今後の予定 

「美術品の適切な管理について」（平成29年12月28日付通知）に基づ

き、引き続き県が所有する美術品を適切に管理していく。 
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【参考】 美術品管理にかかる新旧通知の比較表 

No. 区 分 現行通知 旧通知 

１ 名称 美術品の適切な管理につ

いて（通知） 

平成29年12月28日施行 

物品（美術工芸品）の管

理について（通知） 

平成15年2月18日施行 

２ 対象 物品及び工作物 物品 

３ 定義 限定列挙 

絵画（油絵・日本画・

水彩画・デッサン・そ

の他）、版画、レリー

フ、陶芸品、彫刻、塑

像、石碑、書画、前各

号の複製品及びこれら

に類するもの 

※  規定なし 

４ 管理 台帳価額100万円以上の

物品である美術品の管

理・保管は、原則、近代

美術館が行う（財務規則

及び県有財産規則の運用

通知を改正） 

※ 寄附者の意思等によ

り寄附受入れ所属等で

保管・展示等を行うこ

とが望ましい場合等、

例外あり 

※ 管理換え又は保管の

依頼は近代美術館長と

協議 

※  規定なし 

５ 取得 ・学芸員の助言 

・寄附受入れを行う場合

は美術品寄贈確認書

（新設）で確認 

※  規定なし 
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６ 台帳・点検 ・美術品台帳（新設）の

整備 

・美術品台帳（新設）に

よる毎年度１回の点検 

一覧表等の作成 

７ 修復 ・修復・補修の検討 

・学芸員の助言 

定期的な状態のチェック

（必要な場合は修復等の

措置） 

８ 展示等 展示及び情報の積極的な

公表 

※  規定なし 

開

放

空

間

で

の

展

示 

き損、汚

損、盗難等

の予防方策 

※  現行通知と同じ き損、汚損、盗難等の予

防方策による保護 

盗難防止策 100万円以上は装置の設置 装置等 

損害保険 100万円以上は加入 高額なものは原則、加入 

展示場所・ 

方法 

※  現行通知と同じ 

（ただし、近代美術

館、金沢文庫、歴史博

物館、生命の星・地球

博物館、近代文学館は

各館の判断とし、学芸

員等が複数で展示物確

認等を実施） 

・学芸員の意見をもとに

選択 

・開放空間での展示の場

合、作品の監視が行き

届く場所の選定 

※  規定なし 展示期間を定め、特定箇

所への長期間の展示は避

ける（必要に応じた展示

箇所や展示作品の変更） 

９ 管理状況の確認 美術品台帳（新設）の写

しを毎年、文化課長に送

付 

※  規定なし 

10 不用決定 学芸員の助言 ※  規定なし 

11 事故発生時の

対応 

状況確認、捜索、聴取、

報告、公表及び警察署へ

の被害届提出 

※  規定なし 
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